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現行の保育所保育料の仕組みについて 

 

１ 国の保育所保育料徴収基準額の考え方と葉山町の現状 

(1) 国が想定する費用負担割合 

国の想定する制度設計上の負担割合は、保護者負担を差し引いた額を国・

県・市町村で負担することになっています（民間保育所の場合、公費負担の

割合は、国２分の１、県４分の１、市町村４分の１）。 

 

（国が想定する費用負担割合） 

国基準での保護者負担 保護者負担を差し引いた額（公費負担） 

保護者負担 

（保育料） 

国 県 市町村 

２分の１ ４分の１ ４分の１ 

公立保育所の場合は、公費負担はすべて市町村 

 

(2) 葉山町の現状 

実際には、保育所保育料は国の基準をもとに各市町村で実情に合わせて設

定することとされており、現在の財源状況は次のとおりとなっています。 

 

（葉山町の現状） 

国基準での保護者負担 保護者負担を差し引いた額（公費負担） 

保護者負担 

（保育料） 

町追加負担 

（※） 

国 県 市町村 

２分の１ ４分の１ ４分の１ 

公立保育所の場合は、公費負担はすべて市町村 
 
※ 児童の年齢や所得階層により差がありますが、現行の町の保育料は国の

基準の約７割に設定されています。 
保護者負担（保育料）：町追加負担＝７：３ 

 
２ 平成 27年度に向けた対応 

平成 26 年５月に、新制度における公定価格・利用者負担のあり方の概要が

示される予定となっています。その内容をふまえて、町の子ども・子育て会議

等で検討を行います。 

町が追加負担する考え方を続けるか等が今後の議論のポイントになります。 

資料７ 
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（参考資料） 
 
国の定める保育単価表（月額） 

地域区分 定員 
保育所の長 

設置 
年齢区分 

基本分 

保育単価 

６/100 地域 
81 人～90 人

まで 
設置 

乳児 156,630 円 

１、２歳児 92,310 円 

３歳児 44,210 円 

４歳以上児 37,780 円 

※ 地域区分や定員等により単価が変わるため、葉山町内にある既存の民間保 
育所を例として考える。 

 
国の定める保育料基準額（月額） 

階層区分 
保育料基準額 

３歳未満児 ３歳以上児 

①生活保護世帯 0円 0 円 

②市町村民税 

非課税世帯 
9,000 円 6,000 円 

③市町村民税 

課税世帯 
19,500 円 16,500 円 

④所得税額 

40,000 円未満 
30,000 円 

27,000 円 

（保育単価限度） 

⑤所得税額 

103,000 円未満 
44,500 円 

41,500 円 

（保育単価限度） 

⑥所得税額 

413,000 円未満 
61,000 円 

58,000 円 

（保育単価限度） 

⑦所得税額 

734,000 円未満 

80,000 円 

（保育単価限度） 

77,000 円 

（保育単価限度） 

⑧所得税額 

734,000 円以上 

104,000 円 

（保育単価限度） 

101,000 円 

（保育単価限度） 

 



階層 区分
保育料
基準額
（Ａ）

階層 区分
保育料
（Ｂ）

比較
（Ｂ／Ａ）

1 生活保護世帯 0円 1 生活保護世帯 0円 100%

2
市町村民税
非課税世帯

9,000円 2
町民税
非課税世帯

4,000円 44%

3
町民税課税世帯
（均等割りのみ）

7,300円 37%

4
町民税課税世帯
（所得割課税）

10,600円 54%

5
所得税
5,000円未満

17,200円 57%

6
所得税
5,000円以上
40,000円未満

19,200円 64%

5
所得税額
103,000円未満

44,500円 7
所得税
40,000円以上
103,000円未満

31,800円 71%

8
所得税
103,000円以上
200,000円未満

41,000円 67%

9
所得税
200,000円以上
413,000円未満

46,000円 75%

7
所得税額
734,000円未満

80,000円
（保育単価限度）

※ 10
所得税
413,000円以上
550,000円未満

59,400円 74%

8
所得税額
734,000円以上

104,000円
（保育単価限度）

※ 11
所得税
550,000円以上

61,400円 59%

※　国7・8階層と町10・11階層は単純な比較はできないので、参考の数字。

３歳未満児の場合（国は３歳未満の基準）

国の定める保育料基準額と町の保育料の比較①

国の定める保育料基準額（月額） 町の保育料（月額）

6
所得税額
413,000円未満

61,000円

4

市町村民税
課税世帯

所得税額
40,000円未満

3 19,500円

30,000円
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階層 区分
保育料
基準額
（Ａ）

階層 区分
保育料
（Ｂ）

比較
（Ｂ／Ａ）

1 生活保護世帯 0円 1 生活保護世帯 0円 100%

2
市町村民税
非課税世帯

6,000円 2
町民税
非課税世帯

2,400円 40%

3
町民税課税世帯
（均等割りのみ）

5,500円 33%

4
町民税課税世帯
（所得割課税）

8,600円 52%

5
所得税
5,000円未満

15,000円 56%

6
所得税
5,000円以上
40,000円未満

17,000円 63%

5
所得税額
103,000円未満

41,500円
（保育単価限度）

7
所得税
40,000円以上
103,000円未満

29,000円 70%

8
所得税
103,000円以上
200,000円未満

32,300円 57%

9
所得税
200,000円以上
413,000円未満

33,000円 57%

7
所得税額
734,000円未満

77,000円
（保育単価限度）

※ 10
所得税
413,000円以上
550,000円未満

33,600円 44%

8
所得税額
734,000円以上

101,000円
（保育単価限度）

※ 11
所得税
550,000円以上

34,000円 37%

※　国7・8階層と町10・11階層は単純な比較はできないので、参考の数字。

国の定める保育料基準額と町の保育料の比較②

３歳児の場合（国は３歳以上の基準）

国の定める保育料基準額（月額） 町の保育料（月額）

3
市町村民税
課税世帯

16,500円

4
所得税額
40,000円未満

27,000円
（保育単価限度）

6
所得税額
413,000円未満

58,000円
（保育単価限度）
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階層 区分
保育料
基準額
（Ａ）

階層 区分
保育料
（Ｂ）

比較
（Ｂ／Ａ）

1 生活保護世帯 0円 1 生活保護世帯 0円 100%

2
市町村民税
非課税世帯

6,000円 2
町民税
非課税世帯

2,400円 40%

3
町民税課税世帯
（均等割りのみ）

5,500円 33%

4
町民税課税世帯
（所得割課税）

8,600円 52%

5
所得税
5,000円未満

13,800円 51%

6
所得税
5,000円以上
40,000円未満

15,800円 59%

5
所得税額
103,000円未満

41,500円
（保育単価限度）

7
所得税
40,000円以上
103,000円未満

27,600円 67%

8
所得税
103,000円以上
200,000円未満

28,000円 48%

9
所得税
200,000円以上
413,000円未満

28,500円 49%

7
所得税額
734,000円未満

77,000円
（保育単価限度）

※ 10
所得税
413,000円以上
550,000円未満

29,200円 38%

8
所得税額
734,000円以上

101,000円
（保育単価限度）

※ 11
所得税
550,000円以上

30,000円 28%

※　国7・8階層と町10・11階層は単純な比較はできないので、参考の数字。

4
所得税額
40,000円未満

27,000円
（保育単価限度）

6
所得税額
413,000円未満

58,000円
（保育単価限度）

国の定める保育料基準額と町の保育料の比較③

４・５歳児の場合（国は３歳以上の基準）

国の定める保育料基準額（月額） 町の保育料（月額）

3
市町村民税
課税世帯

16,500円
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